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地方公会計業務効率化ＰＪの目指す方向性
（地方公会計業務効率化プロジェクトの目的）
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１．財務書類・固定資産台帳の作成負担の軽減
→財務書類の早期の作成
→労力を作成でなく活用にまわす

２．精度の向上
→仕組化することで人為的ミスを減らす

３．決算統計ほか、決算まわりの業務を合わせて効
率化



地方公会計業務効率化策 項目全体像
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項目 内容

１．体制整備 ①業務分担の明確化
②作業のマニュアル化
③作成ルールの理解と共有
④進捗管理

２．財務書類 【資金仕訳関係】
①予算仕訳
②歳入歳出データベースの作成

【発生主義仕訳関係】
③仕訳元データ様式の定型化
④仕訳の定型化

３．固定資産台帳 ①資産データベースの作成
②固定資産固有番号の付与

４．決算業務 決算統計等との作業一元化



地方公会計業務効率化策 全体像
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１.①業務分担の明確化
１.②作業のマニュアル化

１.③作成ルールの理解と共有
１.④進捗管理

2.②歳入・
歳出データ
ベース

予算仕訳
予算科目

2.①公会
計科目へ
の対応

予算段階 執行段階

資金仕訳
データ
ベース

財務書類
他の3表整理仕訳

資金収支
計算書

3.①資産データ
ベースの作成

資産取得伝票を抽出3.②固定資
産固有番号
の付与 他

２.③仕訳元データ様式の定型化
２.④仕訳の定型化

財産に関す
る調書 他決算統計 他 ４.決算統計等と

の作業一元化

体制整備



１．体制整備



１.①業務分担の明確化
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部署 分担

所管課

【固定資産台帳】
・固定資産台帳情報の入力（公有財産、物品については公有財産台帳、物品台帳に耐用年数情報を持た
せ、各台帳から固定資産台帳にデータを連携）

【一般会計等】
・予算執行時に仕訳コード入力
（当該団体では説明に仕訳コード（事業用建物、工作物、維持補修費など）を記入）

【全体・連結】
・読替表、相殺消去取引情報の作成（または公営企業、一部事務組合、広域連合、出資等団体が実施）

管財課
（固定資産台
帳主担当）

【固定資産台帳】
・固定資産台帳情報の確認
・建設仮勘定の振替
【一般会計等・特別会計（公営企業以外）】
・固定資産関係の仕訳（説明の仕訳コードからほぼ自動で作成）と固定資産台帳との照合
・附属明細書（有形固定資産の明細）の作成

会計課
（一般会計等
及び特別会計
（公営企業以
外）財務書類
主担当）

【一般会計等・特別会計（公営企業以外）】
・支出決議時に説明に記入された仕訳コードの適切性を確認
・期末一括仕訳にて、歳入歳出データより仕訳を自動作成
一部予算科目から変換できないものについて、説明の仕訳コードより仕訳を作成(固定資産は管財課）

・エクセルの資産負債内訳簿の様式にデータを入力。あるべき仕訳がエクセル上作成されるので、当該
仕訳をシステムに入力

・注記、附属明細書の作成

財政課
（全体・連結
主担当）

【全体・連結】
・読替表、相殺消去取引情報の連結精算表への取り込み
・全体、連結の注記、附属明細書（有形固定資産の明細）の作成

【業務分担例】

上記のほか、主担当がそれぞれのスケジュール作成、進捗管理を実施

・業務分担を明確にし、漏れや重複、手戻りをなくす



１.②作業のマニュアル化
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固定資産台帳
（固定資産仕訳含む）

・固定資産の種類
・固定資産の計上範囲、資本的支出と修繕費
・建設仮勘定
・固定資産台帳の更新
・固定資産関係仕訳の作成

一般会計等財務書類

・歳入歳出データの公会計仕訳への変換
・資産負債内訳簿の作成
・発生主義仕訳の作成
・固定資産仕訳の作成
・相殺消去仕訳の作成
・連結精算表（一般会計等部分）の作成
・一般会計等4表の作成
・附属明細書、注記の作成

全体・連結財務書類

・連結範囲確認
・読替表の作成
・取引調査票の作成
・開始仕訳、相殺消去仕訳の作成
・連結精算表（全体・連結部分）の作成
・全体・連結4表の作成
・附属明細書、注記の作成

【マニュアル例】



１.③作成ルールの理解と共有
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項目 内容

事務局、作成主
担当部署の情報
共有

作業のマニュアル化と共有
昨年からの変更点等の確認
実施方針の確認
作業スケジュールの決定
進捗状況の共有
その他地方公会計情報共有

所管課への依頼 作成マニュアルの配布
説明会の実施

情報収集 外部研修会への参加
講師招聘による勉強会の実施
近隣団体等との情報共有

・関係部署で作成ルール等への理解を深め、情報を共有

【共有内容例】



１.④進捗管理

作業
時期

作業項目
相手先(所管
部署等)

担当
者

関連資料、依
頼作業内容

備考（留
意事項）

予定 実績
前年度
実績

（以下、一部例示）

5月10
日頃

歳入歳出
データ入手
データ加工

ICT戦略課 ×× 歳出デー
タ・歳入
データ等

5月13日
～14日ま
で

5月13日 5月10日

5月中 マッチング
用データ入
手

管財課 ×× 公有財産
PPP Renkei
data

N年度移動分
データ

5月20日
頃と5月
末日頃の
2回に分
けて入手

5月16日、
21日、
31日入
手

5月20日
頃

6月10
日過ぎ

未収金一覧
表作成

会計管理
室

×× 明細への金
額入力を依
頼（メール
で〇〇さん
に依頼）

6月最終週
に依頼す
る方が手
戻りが少
ない。

7月2日入
手期限

7月1日 6月28日
依頼、入
手期限7
月4日

出典：四日市市吉田氏提供資料

・スケジュールや担当を明確化し、定められた期限内に進行
するよう進捗管理表を作成
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【進捗管理表例】

9



２．財務書類



２.【資金仕訳関係】①予算仕訳
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出典：「地方公会計の活用の促進に関する研究会報告書」平成３０年３月 総務省自治財政局財務調査課
和光市の公会計制度について P128



２.【資金仕訳関係】①予算仕訳
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出典：「地方公会計の活用の促進に関する研究会報告書」平成３０年３月 総務省自治財政局財務調査課
和光市の公会計制度について P129



２.【資金仕訳関係】①予算仕訳
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出典：砥部町田中氏提供資料



２.【資金仕訳関係】①予算仕訳
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出典：JIAM研修資料「地方公会計を全庁の取り組みに！」大東市



２.【資金仕訳関係】①予算仕訳
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節 細節 公会計資産科目

貸付金
関係

歳入
16 諸収入

貸付金元金収入
(細々節で〇〇貸付金)

短期貸付金

貸付金利息収入
その他（経常収
益）

地方債
関係

歳出
23 償還金、
利子及び割引料

地方債償還元金
1年内返済予定地
方債等

地方債償還利子 支払利息

投資及
び出資
金関係

歳出
2４ 投資及び
出資金

有価証券購入 有価証券

出資（出資団体等）
（細々節で団体名）

出資金

その他（公営企業等）
（細々節で会計名）

その他（投資及
び出資金）

基金関
係

歳入
14 繰入金

基金繰入金
（細々節で〇〇基金）

財政調整基金
減債基金 その他

特別会計繰入金 他 税収等

歳出
25 積立金

基金積立金
（細々節で〇〇基金）

財政調整基金
減債基金 その他

・その他、予算上分けておくと仕訳作成(及び決算統計)が効率化する項目

【設定項目例】
貸付金の例

基金の例



２.【資金仕訳関係】①予算仕訳
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【意義】
・歳入歳出データの公会計仕訳への自動仕訳率の大幅な向上
→仕訳作業の大幅な効率化と正確性の向上

・固定資産台帳登録対象の確実な把握
・固定資産仕訳と台帳登録情報の一致（仕訳を元に固定資産
台帳登録した場合）→照合負担の大幅な減少

・貸付金等のストック管理の効率化

【留意点】
・予算流用し公会計科目が変更の場合、仕訳の修正が必要
・予算科目変更に関係者の十分な調整が必要
・予算書に計上される予算科目の変更をせず、空き箇所にて
公会計科目を設定することも考えられる。

・完全に公会計科目と対応する方法（和光市）、資産か費用
かをざっくり分け、執行段階（日々仕訳の場合）や決算段
階で仕訳を確定する方法（砥部町、大東市）がある。



２.【資金仕訳関係】①予算仕訳
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【意義】
・予算編成（意思決定時点）でのフローとストックの区分
・歳入歳出決算データ、決算統計、公会計資金仕訳が統合化

資金収支決算書は、歳入歳出
決算と公会計の「結節点」

出典：公認会計士大川裕介 地方公会計の円滑な作成と活用に向けて

将来的に決算統計自体を見直
し整合性確保、予算科目自体
の見直しが必要でないか



歳入歳出データベース

２.【資金仕訳関係】②歳入歳出データベースの作成
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・各種資料に必要な情報を歳入歳出データベースに登録
・必要な資料の要求項目に応じてデータを抽出

歳入歳出決算書

仕訳帳（資金）

決算統計

会計
款項目節細節細々節
予算額
歳入（調定額、収入済額

不能欠損額、収入未済額）
歳出（支出済額、繰越額、不用額）
事業コード
施設コード
決算統計区分
公会計勘定科目（予算の細節等に連携）
固定資産台帳番号
備考 等

事業別データ

施設別データ



２.【発生主義仕訳関係】③仕訳元データ様式の定型化
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種別
Ｈ30 Ｈ29 H28 H27 H26 平均

①不納欠損
額

②前年度末
収入未済額

不納欠損率
（①/②）

①不納欠損
額

②前年度末
収入未済額

不納欠損率
（①/②）

1税計 213,000 2,659,000 8.0% 234,000 2,374,000 9.9% 7.3%
市民税 203,500 2,530,000 8.0% 201,000 2,236,000 9.0% 8.1%

個人 200,000 2,500,000 8.0% 190,000 2,200,000 8.6% 8.1%
法人 3,500 30,000 11.7% 11,000 36,000 30.6% 10.8%
利子割 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0.0%

事業税 9,500 129,000 7.4% 33,000 138,000 23.9% 8.6%
個人 3,500 65,000 5.4% 5,000 58,000 8.6% 6.3%
法人 6,000 64,000 9.4% 28,000 80,000 35.0% 10.2%

省略

相手先名または種
別

未収金 長期延滞債権 計

【未収金】 不能欠損率
徴収不能引
当金（流動）

徴収不能引当
金（固定）

（一般会計） 80,000 400,000 480,000 6,625 33,126
市税 80,000 400,000 480,000 7.3% 6,625 33,126

市民税 50,000 250,000 300,000 8.1% 4,049 20,244
事業税 30,000 150,000 180,000 8.6% 2,576 12,882

・入力様式に数値を入力すれば自動的に附属明細書や資産負債内訳簿に
必要な情報が作成されるよう様式を定型化する。



２.【発生主義仕訳関係】④仕訳の定型化
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資産負債内訳簿

区分 前年度末残高 本年度増加額
減少

本年度末残高
目的取崩 その他

（一般会計） 1,000 300 0 100 1,200

投資損失引当金 1,000 300 0 100 1,200

計 1,000 300 0 100 1,200

仕訳

【前期末と比べて積立の必要がある法人分】

（一般会計）

科目 金額 科目 金額

臨時損失／投資損失引当金繰入額 300 投資損失引当金 300

【【前期末と比べて取崩しとなる法人分（その他取崩の場合）】

（一般会計）

科目 金額 科目 金額

投資損失引当金 100 臨時利益／その他 100

・資産負債内訳簿（エクセル等）に数値を入力すれば自動的に仕訳が作
成されるよう様式を定型化する。



3．固定資産台帳



資産データベース

３.①資産データベースの作成（データの一元管理）
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・固定資産と公有財産や備品等の資産データベースを作成
・各種資料に必要な情報を資産データベースに登録
・必要な資料の要求項目に応じてデータを抽出

公有財産台帳

固定資産台帳

備品台帳

財産に関する調書

各種調査資料情報

財政状況資料集
公共施設状況調査
等

資産番号
名称
財産分類
勘定科目
所管
会計
所在地
面積
取得年月日
金額
耐用年数
行政目的
施設コード
財産に関する調書区分
財政状況資料集区分(施設類型)
公共施設等状況調査区分 等

施設台帳

附属明細書



３.①資産データベースの作成（データの一元管理）
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【意義】
・複式簿記情報からの資産データ作成による正確性の向上
・各種情報の一元管理
・台帳二重管理負担の軽減
・固定資産台帳が必ず作成される

出典：日本公認会計士協会「地方公会計の論点と方向性」 公会計推進ミーティング2019発表資料を一部編集

対応策



３.①資産データベースの作成（データの一元管理）

Copyright ©業務効率化プロジェクト 24

【留意点】
・公有財産台帳と固定資産台帳のデータベースが一元化してい
ることが前提

・公有財産台帳計上単位と固定資産台帳計上単位が相違する
（一般的に固定資産台帳の方が耐用年数が異なるものごとに
計上するため粒が小さい）ことから計上単位の整理が必要

・財産に関する調書の提出時期までの完成
複式簿記情報※との整合性確保が必要となるため、提出時期
に間に合わせるには、業務フローの見直しが必要
※支出情報や建設仮勘定、支出を伴わない資産取得や資産の除却、売却等

・公有財産台帳規則等を設けている場合は、固定資産台帳に必
要な情報や固定資産台帳の取扱いについて追加的に定めるこ
とが望ましい。



３.②固定資産固有番号の付与
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出典：「地方公会計の円滑な作成と活用に向けて」公認会計士 大川 裕介 P24

①＝予算仕訳（後述）



３.②固定資産固有番号の付与
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【意義】
・伝票＝固定資産台帳登録単位ではない場合が多い（設計料、
測量費などの委託料や工事請負費など複数伝票を集計し、さ
らに耐用年数ごとに資産を分けて登録）ため、固定資産台帳
への登録に時間を要する。

・資産グループごとの固有番号情報を伝票に付与し、固定資産
台帳登録の際に番号ごとに集計することで、固定資産台帳登
録作業が大幅に効率化

【留意点】
・資産グループごとの固有番号の付与（またはシステムによる
自動発行）

・上記は資産名称でも代替可
・予算仕訳の際は、建設仮勘定にいったんプール（資産か費用
かを区分）



４．決算業務



４.決算統計等との作業一元化
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・附属明細書「基金の明細」と決算統計29表「基金の状況」は同時に作成
・附属明細書「地方債の明細」と決算統計34表「地方債借入先及び利率別現在
高の状況」を同時に作成



附属明細書 決算統計

４.決算統計等との作業一元化
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・附属明細書「貸付金の明細」「投資及び出資金の明細」と決算統計30表「貸
付金、投資及び資金の状況」を同時に作成



４.決算統計等との作業一元化
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・附属明細書「長期延滞債権の明細」「未収金の明細」の作成を決算審査の調
査と同時期に実施




